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Ⅰ 調査概要 

 
１． 調査目的 

少子高齢化の進行に伴い、福祉サービスの利用ニーズは増加している状況にある中、福祉

の職場ではサービスを提供する人材の確保・定着等が緊急の課題となっています。 

このような状況をふまえ、県内の福祉施設・事業所における人材の確保と育成・定着に関

する現状や取り組みを把握することにより、課題等を整理し、本会と福祉施設・事業所、並

びに関係機関が共通した認識を持ち、より効果的な対策を進めることができるようにするこ

とを目的に実施します。 

 

２． 実施主体  

社会福祉法人 福島県社会福祉協議会 

 

３． 調査対象施設・事業所 

県内の福祉施設・事業所 （高齢者関係 1,820、障がい児・者関係 458、児童関係 362） 

※ 入所・通所・訪問による下記の直接サービス提供施設・事業所（措置施設、相談事業所・

居宅介護支援事業所等は除く） 

調査対象：特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人ホーム・ケアハ

ウス、訪問介護事業所、老人デイサービスセンター、小規模多機能型居宅介

護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、障害児入所施設、障害者福祉

サービス事業所(入所)、障害者福祉サービス事業所(通所)、障害者福祉サー

ビス事業所(グループホーム・ケアホーム)、保育所、認定こども園 

 

４． 調査期間   

平成２９年１１月１０日（金）～平成２９年１１月３０日（木） 

 

５． 調査票回収期限  

平成２９年１１月３０日（木） 

 

６． 調査方法   

調査票を郵送し、返信用封筒で返送 

 

７．調査内容  

調査票のとおり（Ｐ.４７～５１） 

 

８．回収率 ５５．４％ （配布数 ２，６４０  回収数 １，４６２） 

  ※平成２５年度 ４０．２％ 
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平成 29 年度「福祉人材の確保・育成・定着に関する調査」調査対象数・回収率 

番号 施設・事業所種別 配布数 回収数 回収率

1
特別養護老人ホーム
(うち地域密着特別養護老人ホーム
30）

174 125 71.8%

2 介護老人保健施設 85 48 56.5%

3 軽費老人ホーム・ケアハウス 34 25 73.5%

4 訪問介護事業所 495 250 50.5%

5 老人デイサービスセンター 692 363 52.5%

6 小規模多機能型居宅介護事業所 110 67 60.9%

7 認知症対応型共同生活介護事業所 230 121 52.6%

小計（高齢者関係） 1,820 999 54.9%

8 障害児入所施設 11 8 72.7%

9 障害者福祉サービス事業所(入所) 38 36 94.7%

10 障害者福祉サービス事業所(通所) 292 173 59.2%

11
障害者福祉サービス事業所
(グループホーム・ケアホーム)

117 57 48.7%

小計（障がい児・者関係） 458 274 59.8%

12 保育所・認定こども園 362 182 50.3%

小計（児童関係） 362 182 50.3%

13 その他 7

0

小計 7

合計 2,640 1,462 55.4%
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Ⅱ 調査結果概要 

 

１．回答事業所の基本属性 

今回の調査に回答があった事業所の種類は、社会福祉法人が 39.0%と最も多く、続いて民間

企業が 29.8%となっている。 

事業所の種別ごとに見ると、高齢者分野が約 7割、障がい児・者分野が約 2 割、児童分野（保

育所・認定こども園）が約 1 割の割合である。 

 

２．職員の年齢と雇用形態、勤務年数 

正規職員は 30 歳代、非正規職員は 60 歳以上が最も多い。非正規職員の過半数は 50 歳以上で

ある。 

分野別にみると、高齢者、障がい児・者では、50 歳以上が全体の約 4割を占めるが、児童で

は 40 歳未満が過半数を占め、特に正規職員では 20 歳代が最も多い。 

職員の勤務年数は５年未満が 51.5％と半数を超え、１０年以上勤務している職員は全体の

25.1％である。 

 

３．職員の過不足状態 

職員の過不足状況では、「不足している」が 55.3％、「おおいに不足している」の 9.1％を合

わせると 6 割以上が「不足」と答えている。 

分野別にみると、高齢者で「おおいに不足している」が他と比較して多い。 

 

４．在籍者数と採用者数 

在籍者の約 6 割が正規職員、約 4割が非正規職員である。 

6 ヶ月以内に採用された職員のうち、50 歳代は正規職員が非正規職員を上回っているが、60

歳代では非正規職員が正規職員を上回っている。 

正規職員では 50 歳代、60 歳代ともに 9 割近くの採用者が「資格あり」だが、非正規職員で

は「資格なし」の採用が、50 歳代の 24.7％、60歳代の 32.1％である。 

 

５．昨年度（平成 28 年度）の退職者 

昨年度の退職者のうち、正規職員、非正規職員ともに 9 割以上が定年以外の退職者である。 

定年以外の退職者の退職理由では「転職先が決まった」が 34.3％で最も多く、次いで「身体

的な健康上の理由」が 31.5％、「業務に適合していなかった」が 26.2％などである。 

分野別にみると、児童では「転職先が決まった」に次いで「雇用契約期間満了」と「出産・

育児」が多い。 

 

６．人材確保の取り組み 

人材確保の取り組みについて「実施し効果があった」のは「ハローワークを通じての募集」

が 42.2％と最も多く、次いで「職員等からの紹介」が 33.7％と多い。 

「今後取り組みたい」で最も多いのは「福祉人材センターを通じての募集」が 11.1％、次い
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で「外国人の採用」が 9.2％である。 

分野別にみると、高齢者では「外国人の採用」（12.0％）、障がい児・者、児童では「福祉人

材センターを通じての募集」（障がい児・者 17.5％、児童 8.8％）である。 

 

７．人材育成のための方策 

人材育成のための方策としては「事業所全体の教育・研修計画を立てている」が 69.8％で最

も多く、次いで「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにして

いる」が 67.2％と多い。 

 

８．職場における採用時の研修内容 

職場における採用時の研修内容では「事業所の理念・方針」が 83.7％で最も多く、次いで「接

遇・マナー」が 77.3％、「介護（保育）等の知識・技術」が 70.6％、「利用者理解」が 70.2％、

「個人情報取扱」が 70.1％などで多い。 

分野別にみると、障がい児・者では「利用者理解」が 84.0％と最も多い。 

 

９．研修・自己啓発援助制度 

ＯＪＴ（職務を通じての研修）の内容では、高齢者では「業務マニュアルを整備し育成して

いる」が 73.4％と他の内容と比較して多いが、障がい児・者、児童では「新人職員を育成する

担当者（プリセプター等）を配置している」もほぼ同じ割合である。 

ＯＦＦ－ＪＴ（職務を離れての研修）の内容では「職場外の集団研修に職員を派遣している」

が 77.7％で最も多い。 

ＳＤＳ（自己啓発援助制度）の内容では、高齢者、障がい児・者では「職員の資格取得に関

する費用の一部または全部を事業所が負担している」が、それぞれ 57.7％、55.4％で最も多い

が、児童では「職場内での自主的な学習に対し、時間的な援助や施設の提供を行っている」が

42.7％で最も多い。 

 

10．人材定着の取り組み 

キャリアパスの仕組みづくりでは、「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」が 53.0％

で最も多い。 

職員定着のための方策では「職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制度等）」が

63.6％で最も多いが、他もほとんどが 30％以上と、さまざまな方策に取り組んでいる。 

 

11．子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくりでは、「シフト編成時に職

員の事情に配慮」が 82.1％と最も多い。次いで「正規職員から非正規職員等への雇用形態の変

更」が 37.6％、「夜勤・宿直の免除、または夜勤・宿直がない部署への移動」が 33.6％などで

ある。 
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Ⅲ 調査結果 

１．基本属性 

 

問１ 法人の種類（○は一つ） 

 
●社会福祉法人が約４割、民間企業が約３割 

回答のあった 1,462 事業所が属する法人は、社会福祉法人が 39.0％と最も多く、次いで民間

企業が 29.8％である。 

 

問１ 法人の種類 【全体】 
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問２ 施設・事業所の種別（○は一つ） 

 

●高齢者分野：約７割、障がい児・者分野：約２割、児童分野：１割強 

老人デイサービスセンター（24.8％）、訪問介護事業所（17.1％）など、高齢者分野の施設・

事業所が多く、施設・事業所を「高齢者分野」「障がい児・者分野」「児童分野」の 3 つに区分

すると、「高齢者」が 68.3％、「障がい児・者」が 18.7％、「児童」が 12.4％である。 

 
問２ 施設・事業所の種別 【全体】 

 

 

問２ 施設・事業所分類 【全体】 
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２．福祉人材の現状 

 

問３ 職員の年齢・雇用形態（平成 29年 10 月 1日現在） 

 

●正規職員は 30 歳代、非正規職員は 60 歳以上が最も多い 

 非正規職員の過半数は 50 歳以上 

職員の年齢・雇用形態は、全体では、30 歳代（22.0％）、40歳代（21.4％）、50 歳代（22.3％）

がほぼ同じ割合であるが、正規職員では 30 歳代が 25.9％と最も多いのに対し、非正規職員で

は 60 歳以上が 34.4％と最も多く、50 歳以上の割合は 56.9％を占める。 

分野別にみると、高齢者、障がい児・者では、50 歳以上が全体の約 4割を占め、特に非正規

職員では 50 歳以上が過半数である。児童では 40 歳未満が過半数を占め、特に正規職員では 20

歳代が最も多い。 

 
問３ 職員の年齢・雇用形態 【全体】 
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問３ 職員の年齢・雇用形態 【分野別／高齢者】 

 
 

問３ 職員の年齢・雇用形態 【分野別／障がい児・者】 

 
 

問３ 職員の年齢・雇用形態 【分野別／児童】 
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問４ 人材派遣の利用状況 

 

●全体の約８％が利用 

 利用している職種は介護職が約４割、保育士が約２割 

人材派遣を「利用している」は 7.8％であり、分野別にみると、児童で「利用している」が

10.2％とやや多いものの、大きな差は見られない。 

利用している職種別の人数では、介護職が 44.8％で最も多く、次いで保育士が 21.4％である。

分野別にみると、高齢者で介護職が 65.5％、児童で保育士が 68.2％と多い。 

 

問４ 人材派遣の利用の有無 【全体】 

 
 
 

問４ 人材派遣の利用の有無 【分野別】 
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問４ 人材派遣を利用している職種別人数 【全体】 

 
 

 

問４ 人材派遣を利用している職種別人数 【分野別】 
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問５ 勤務年数別職員数 

 

●「５年未満」が過半数 

職員の勤務年数は「３年未満」が 33.9％で最も多く、次いで「５年以上１０年未満」の 23.4％

である。５年未満は合わせて 51.5％と半数を超え、１０年以上勤務している職員は全体の

25.1％である。 

分野別にみると、すべての分野で「３年未満」が最も多いが、児童関係では、「２０年以上」

勤務している職員が 12.7％と、他の分野と比較して多い。 

 

問 5 職員の勤務年数別の人数 【全体】 

 

 

 

問 5 職員の勤務年数別の人数 【分野別】 
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３．福祉人材の確保 

 

問６ 職員の過不足状況（◯は１つ） 

 
●６割以上が「不足」 

 高齢者分野では「おおいに不足している」が 11.7％ 
職員の過不足状況では、「不足している」が 55.3％、「充足している」が 35.6％、「おおいに

不足している」が 9.1％の順である。「不足している」と「おおいに不足している」を合わせる

と 64.4％が「不足」と答えている。 

分野別にみると、障がい児・者では 50.8％が「充足している」と回答しているが、高齢者と

児童では、「不足している」と「おおいに不足している」を合わせた割合が 7 割近くあり、特

に高齢者では「おおいに不足している」が 11.7％と他の分野と比較して多い。 

 
問６ 職員の過不足状況 【全体】 

 
 

問６ 職員の過不足状況 【分野別】 
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問７ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数（平成 29年 10 月 1日現在）と 

採用者数（平成 29年 4月 1日以降） 

 
●正規職員：非正規職員 ＝ ６：４ 

 職員の１３％が採用６ヶ月以内の採用者 
直接支援業務に関わる職員のうち、在籍者の約 6割が正規職員、約 4 割が非正規職員である。

また、採用者の正規職員と非正規職員の割合はほぼ半々である。 

分野別にみると、児童では在籍者の非正規職員の割合が 45.0％と他の分野と比較して高く、

採用者の職員に占める割合も非正規職員が 60.1％と高い。 

 

＊直接支援業務に関わる職員：日常業務の大半が利用者への直接的な援助である職員 

 

問７ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 【全体】 
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問７ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 【分野別／高齢者】 

 
 

問７ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 【分野別／障がい児・者】 

 
 

問７ 直接支援業務に関わる職員の在籍者数と採用者数 【分野別／児童】 
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問８ 採用者のうち、５０歳以上の状況 

直接支援業務に関わる職員に関して、平成 29 年 4 月 1 日～平成 29 年 10 月 1 日までの採用者のうち

50 歳以上の状況についての回答を集計したところ、問 7 で示した集計結果と誤差が生じた。そのため正

確性には欠けるものの、ここでは回答のあったデータに基づき報告することとする。 
 

●５０歳代は正規職員、６０歳代は非正規職員が多い 

 非正規職員は「資格なし」の採用者も多い 
6 ヶ月以内に採用された職員のうち、50 歳代は正規職員が非正規職員を上回っているが、60

歳代では非正規職員が正規職員を上回っている。正規職員では 50 歳代、60 歳代ともに 9 割近

くの採用者が「資格あり」だが、非正規職員では「資格なし」の割合が高くなり、50 歳代の

24.7％、60 歳代の 32.1％が「資格なし」である。 

分野別にみると、障がい児・者で「資格なし」の割合が、50 歳代、60 歳代ともに高い。 

 

＊資格：国家資格、実務者研修、介護職員初任者研修、ホームヘルパー1級・2 級 

 
問８ 採用者のうち、50歳以上の状況 【全体】 
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問８ 採用者のうち、50歳以上の状況 【分野別／高齢者】 

 
 

問８ 採用者のうち、50歳以上の状況 【分野別／障がい児・者】 

 
 

問８ 採用者のうち、50歳以上の状況 【分野別／児童】 
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問９ 昨年度（平成２８年度）の退職者 

 
●９割以上が定年以外の退職者 

昨年度の退職者のうち、正規職員、非正規職員ともに定年退職者は 1 割に満たず、9 割以上

が定年以外の退職者である。 

正規職員、非正規職員それぞれを分野別にみると、正規職員の児童で 25.0％と定年退職者の

割合が比較的高いものの、正規職員、非正規職員とも、すべての分野で定年以外の退職者が多

い。 

 
問９ 昨年度※1の退職者数 【全体】 
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問９ 昨年度※1の退職者数 【分野別／正規職員】 

 
 

問９ 昨年度※1の退職者数 【分野別／非正規職員】 
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問１０ 定年以外の退職者の主な退職理由（あてはまるもの全てに◯） 

 

●高齢者、障がい児・者分野では「転職先が決まった」、「身体的な健康上の理由」、「業務

に適合していなかった」、 

児童分野では「転職先が決まった」、「雇用契約期間満了」、「出産・育児」が多い 

昨年度の定年以外の退職者の退職理由では「転職先が決まった」が 34.3％で最も多く、次い

で「身体的な健康上の理由」が 31.5％、「業務に適合していなかった」が 26.2％などである。 

分野別にみると、高齢者と障がい児・者では上記 3 つの理由が多い。児童でも「転職先が決

まった」が 37.9％で最も多いが、次いで「雇用契約期間満了」と「出産・育児」がともに 25.8％

と多い。 

 
問 10 定年以外の退職者の主な退職理由 【全体】（複数回答） 
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問 10 定年以外の退職者の主な退職理由 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 
 

問 10 定年以外の退職者の主な退職理由 【分野別／障がい児・者】（複数回答） 
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問 10 定年以外の退職者の主な退職理由 【分野別／児童】（複数回答） 
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問１１ 直接支援業務の分割化の状況（◯は一つ） 

 

●１８％が「業務分割化のために職員を配置している」 

児童分野では「業務分割化のために職員を配置している」が過半数 

直接支援業務の分割化については、ケアアシスタント、保育補助等「業務分割化のために職

員を配置している」が 18.0％、「分割化は実施していない」が 82.0％である。 

分野別にみると、高齢者と障がい児・者では「分割化は実施していない」が 9 割近くと多い

が、児童では「業務分割化のために職員を配置している」が 55.8％と過半数である。 

 

問 11 直接支援業務の分割化の状況 【全体】 

 

 

 

問 11 直接支援業務の分割化の状況 【分野別】 
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問１２ 人材確保の取り組み状況と今後（あてはまるもの全てに○） 

 

●「実施し効果があった」のは「ハローワークを通じての募集」、 

「今後取りくみたい」のは高齢者分野では「外国人の採用」、 

障がい児・者、児童分野では「福祉人材センターを通じての募集」 

人材確保の取り組みの現状と今後については「ハローワークを通じての募集」が、「現在実施

している」（43.6％）、「実施し効果があった」（42.2％）ともに最も多く、次いで「職員等から

の紹介」が、「現在実施している」（31.7％）、「実施し効果があった」（33.7％）ともに多い。「今

後取りくみたい」で最も多いのは「福祉人材センターを通じての募集」が 11.1％、次いで「外

国人の採用」が 9.2％である。 

分野別にみると、「現在実施している」、「実施し効果があった」で最も多いのは、いずれの分

野も「ハローワークを通じての募集」であるが、「今後取りくみたい」で最も多いのは、高齢

者では「外国人の採用」（12.0％）、障がい児・者、児童では「福祉人材センターを通じての募

集」で、それぞれ 17.5％、8.8％である。 

 

問 12 人材確保の取り組みの現状と今後 【全体】（複数回答） 
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問 12 人材確保の取り組みの現状と今後 【分野別／高齢者】（複数回答） 
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問 12 人材確保の取り組みの現状と今後 【分野別／障がい児・者】（複数回答） 
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問 12 人材確保の取り組みの現状と今後 【分野別／児童】（複数回答） 
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４．福祉人材の育成 

 

問１３ 人材育成のための方策（あてはまるもの全てに○） 

 

●高齢者分野では「事業所全体の教育・研修計画を立てている」、 

 障がい児・者、児童分野では「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参

加させるようにしている」が最も多い 

人材育成のための方策としては「事業所全体の教育・研修計画を立てている」が 69.8％で最

も多く、次いで「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加させるようにして

いる」が 67.2％と多い。 

分野別にみると、高齢者では「事業所全体の教育・研修計画を立てている」が 72.7％で最も

多いが、障がい児・者、児童では「自治体や業界団体が主催する教育・研修には積極的に参加

させるようにしている」がそれぞれ 74.7％、82.6％と最も多い。 

 

問 13 人材育成のための方策 【全体】（複数回答） 
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問 13 人材育成のための方策 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 
 

問 13 人材育成のための方策 【分野別／障がい児・者】（複数回答） 
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問 13 人材育成のための方策 【分野別／児童】（複数回答） 
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問１４ 職場における採用時の研修内容（あてはまるもの全てに○） 

 

●高齢者、児童分野では「事業所の理念・方針」と「接遇・マナー」が多く、 

 障がい児・者分野では「利用者理解」が最も多い 

職場における採用時の研修内容では「事業所の理念・方針」が 83.7％で最も多く、次いで「接

遇・マナー」が 77.3％、「介護（保育）等の知識・技術」が 70.6％、「利用者理解」が 70.2％、

「個人情報取扱」が 70.1％などで多い。 

分野別にみると、高齢者、児童では「事業所の理念・方針」がそれぞれ 86.0％、81.1％で最

も多く、次いで「接遇・マナー」であるが、障がい児・者では「利用者理解」が 84.0％と最も

多い。 

 
問 14 職場における採用時の研修内容 【全体】（複数回答） 
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問 14 職場における採用時の研修内容 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 
 
問 14 職場における採用時の研修内容 【分野別／障がい児・者】（複数回答） 
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問 14 職場における採用時の研修内容 【分野別／児童】（複数回答） 
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問１５ ＯＪＴ（職務を通じての研修）の内容（あてはまるもの全てに○） 

 

●高齢者分野では「業務マニュアルを整備し育成している」が最も多いが、 

障がい児・者、児童分野では「新人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置し

ている」も同程度に多い 

ＯＪＴ（職務を通じての研修）の内容では「業務マニュアルを整備し育成している」が 62.7％

で最も多く、次いで「新人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置している」が 42.4％

である。 

分野別にみると、高齢者では「業務マニュアルを整備し育成している」が 73.4％と他の内容

と比較して多いが、障がい児・者、児童では「業務マニュアルを整備し育成している」と「新

人職員を育成する担当者（プリセプター等）を配置している」がほぼ同じ割合である。障がい

児・者では「特に行っていない」も同程度に多い。 

 
問 15 OJT（職務を通じての研修）の内容 【全体】（複数回答） 
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問 15 OJT（職務を通じての研修）の内容 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 
 

問 15 OJT（職務を通じての研修）の内容 【分野別／障がい児・者】（複数回答） 

 
 
問 15 OJT（職務を通じての研修）の内容 【分野別／児童】（複数回答） 
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問１６ ＯＦＦ－ＪＴ（職務を離れての研修）の内容 

（あてはまるもの全てに○） 

 

●「職場外の集団研修に職員を派遣している」が最も多い 

ＯＦＦ－ＪＴ（職務を離れての研修）の内容では「職場外の集団研修に職員を派遣している」

が 77.7％で最も多く、次いで「事業所に講師を招き、研修を実施している」（39.9％）と「事

業所内で委員会等を組織して学習している」（38.7％）がほぼ同じ割合である。 

分野別にみると、すべての分野で「職場外の集団研修に職員を派遣している」が最も多い。

次いで高齢者では「事業所内で委員会等を組織して学習している」が多いのに対し、障がい児・

者、児童では「事業所に講師を招き、研修を実施している」が多い。 

 
問 16 OFF－JT（職務を離れての研修）の内容 【全体】（複数回答） 
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問 16 OFF－JT（職務を離れての研修）の内容 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 
 

問 16 OFF－JT（職務を離れての研修）の内容 【分野別／障がい児・者】（複数回答） 

 
 
問 16 OFF－JT（職務を離れての研修）の内容 【分野別／児童】（複数回答） 
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問１７ ＳＤＳ（自己啓発援助制度）の内容（あてはまるもの全てに○） 

 

●高齢者、障がい児・者分野では「職員の資格取得に関する費用の一部または全部を事業

所が負担している」、 

児童分野では「職場内での自主的な学習に対し、時間的な援助や施設の提供を行ってい

る」が最も多い 

ＳＤＳ（自己啓発援助制度）の内容では「職員の資格取得に関する費用の一部または全部を

事業所が負担している」が 54.1％で最も多く、次いで「職員の資格取得に関する面接授業など

への参加を勤務免除や出張扱いとしている」が 42.2％、「職場内での自主的な学習に対し、時

間的な援助や施設の提供を行っている」が 34.5％であった。 

分野別にみると、高齢者、障がい児・者では「職員の資格取得に関する費用の一部または全

部を事業所が負担している」が、それぞれ 57.7％、55.4％で最も多いが、児童では「職場内で

の自主的な学習に対し、時間的な援助や施設の提供を行っている」が 42.7％で最も多い。 

 

問 17 SDS（自己啓発援助制度）の内容 【全体】（複数回答） 
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問 17 SDS（自己啓発援助制度）の内容 【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 
問 17 SDS（自己啓発援助制度）の内容 【分野別／障がい児・者】（複数回答） 

 
 

問 17 SDS（自己啓発援助制度）の内容 【分野別／児童】（複数回答） 
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５．福祉人材の定着 

 

問１８ キャリアパスの仕組みづくり（◯は一つ） 

 

●高齢者、障がい児・者分野では「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」、 

児童分野では「キャリアパスの仕組みは作成していない」が最も多い 

キャリアパスの仕組みづくりでは、「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」が 53.0％

で最も多く、次いで「キャリアパスの仕組みは作成していない」が 29.0％、「キャリアパスの

仕組みを作成中である」が12.6％、「キャリアパスの仕組みを作ったが運用していない」が5.5％

である。 

分野別にみると、高齢者、障がい児・者では「キャリアパスの仕組みを作成し運用している」

がそれぞれ 57.4％、48.5％で最も多く、高齢者では過半数である。反対に、児童では「キャリ

アパスの仕組みは作成していない」が 46.0％で最も多い。 

 
問 18 職員のキャリアパスの仕組みづくり 【全体】 

 
 

問 18 職員のキャリアパスの仕組みづくり 【分野別】 
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問１９ 職員定着のための方策（あてはまるもの全てに○） 

 

●「職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制度等）」、「資格取得のための支援

を行っている」が多いが、さまざまな方策に取り組んでいる 

職員定着のための方策では「職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制度等）」が

63.6％で最も多く、次いで「資格取得のための支援を行っている」が 59.3％、「上司（管理者）

と職員間で面談の機会を設けている」が 59.1％、「賃金（本俸・賞与）の水準を向上させてい

る」が 54.8％、「正規職員への登用制度を設けている」が 51.1％などであったが、その他の方

策もほとんどが 30％以上の割合である。 

分野別にみると、高齢者、障がい児・者では「資格取得のための支援を行っている」がそれ

ぞれ 64.7％、59.7％で最も多いものの「職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制

度等）」と僅差であるが、児童では「職場内の交流を深めている（親睦会の実施、互助会制度

等）」が 74.7％で、他の方策と比較して多い。 

 
問 19 職員定着のための方策 【全体】（複数回答） 
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問 19 職員定着のための方策 【分野別／高齢者】（複数回答） 
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問 19 職員定着のための方策 【分野別／障がい児・者】（複数回答） 
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問 19 職員定着のための方策 【分野別／児童】（複数回答） 
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問２０ 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

（あてはまるもの全てに○） 

 

●「シフト編成時に職員の事情に配慮」が最も多い 

子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくりでは、「シフト編成時に職

員の事情に配慮」が 82.1％と最も多い。次いで「正規職員から非正規職員等への雇用形態の変

更」が 37.6％、「夜勤・宿直の免除、または夜勤・宿直がない部署への移動」が 33.6％などで

ある。 

分野別にみると、すべての分野で「シフト編成時に職員の事情に配慮」が最も多い。 

 

問 20 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 【全体】（複数回答） 
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問 20 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

  【分野別／高齢者】（複数回答） 

 

 
問 20 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

  【分野別／障がい児・者】（複数回答） 

 
 
問 20 子育て・家族介護中の職員や高年齢の職員が働きやすい職場づくり 

  【分野別／児童】（複数回答） 
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Ⅳ 巻末資料 
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